















































































































































































































































































                                                   
１ たとえば、障がいの分野で、障がい学が、社会的視点を障がい論の核心に組みこむパラダイム転換を行ったことは周知のと
おりである。 
２ 〈社会-人〉とダッシュをわざわざ引いているのは、社会人という日常語と区別し、人間という存在が根源的に社会的性格を
帯びていることを示唆するためである。 
３ ｢原理的｣とは、社会形成と社会の再生産のメカニズムに関する社会理論の観点及び、社会形成の理念的視点というほどの意
味である。 
４ そもそも、子どもの養育がもっぱら家庭によって担われてきた背景には、①職業的社会化が家業の継承をつうじてなされて
きたプレモダン社会の特性、②女性（母親）を家庭内での養育労働に封じこめることで養育の社会的コストを切りつめる資
本主義システムの要請、という二つの歴史的要因がある。子どもの養育をもっぱら家庭責任に帰する超歴史的根拠は存在し
ない。加えて言えば、家庭を社会の外部にある小宇宙のように考えるのも誤りである。家庭もまた一つの社会的世界であり、
社会システムの一領域である。育児の社会化とは、家族内にほぼ局限（ privatize ）されてきた近代以降の社会化が、学校、
保育所等、もろもろの社会化機関によって並行してになわれるようになった変化を指す。 
５ 保育士の賃金水準がこの20年間に傾向的に低下し続けてきたことを、蓑輪明子（「2000年代における女性労働とケアの現状」
『大原社会問題研究所雑誌』N0.695、2016年）が詳細に跡づけている。 
６ 低コストの養育と保育における格差の容認とは、低処遇での女性労働力の動員と切り離せない。子育て家庭の女性にも働い
てもらわねばならないが、その処遇は低位に抑え、低賃金職種の労働力として女性に｢活躍｣してもらうこと――新自由主義
的な労働力政策の側からのそうした要請に応えるものとして保育分野の市場化は位置づけられている。 
７ 山本由美（『教育改革はアメリカの失敗を追いかける』花伝社2015年など）、鈴木大裕（『崩壊するアメリカの公教育』岩波
書店2016年）等の研究から、米国における近年の教育政策によって公教育の解体と格差の容認とをおしすすめられる様相が
知られるようになってきた。 
８ 文化人類学のように、臨床の語が使われなくとも、臨床の知を最初から組みこんでいる分野もある。 
９ 奥川幸子（『身体知と言語』2007年）は、対人援助における相互関係形成の原理を、こうした身体性とのかかわりでとらえて
いる。 
１０ たとえば、「何もできないロボット」の開発をつうじて、コミュニケーション（関係的世界）の原理に迫る、岡田美智男『弱
いロボット』医学書院、2012年）など。 
１１ この論点を精神医学領域で追究してきたものに中井久夫の著作群がある。他者が位置づく場の具体的なかたちにも言及する、
中井久夫・山口直彦『看護のための精神医学』（医学書院、2001）など。 
１２ 拙稿「グローバル競争時代の能力論・人材養成論と内面陶冶の国家主義」（『現代思想』Vol.42-6、青土社、2014年）参照。
こうしたかたちでの学力への社会的次元の組みこみが新自由主義的グローバリゼーションと不可分の人材開発政策にかかわ
る点が重要である。アクティブ・ラーニング論を下敷きにした新学習指導要領案もその線上にあり、2018年改訂予定の新保
育指針における学び像もこれに接続するもののように思われる。 
１３ 関係的世界が保育における学びにとって本質的であることの要を得た指摘として、大宮勇雄「保育と教育の間」（教育科学
研究会『教育』No.853、かもがわ出版、2017年）参照。 
